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施工計画書（作成例） 
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平成 年 月 日 

 

総括監督員 

○ ○ ○ ○ 様 

 

                       受注者住所 ○ ○ 市 ○ ○ 

                       氏   名 ○ ○ ○ ○ 

                       現場代理人 ○ ○ ○ ○  印 

 

１．工事番号 

２．工 事 名 

３．路線・河川名等 

４．工事場所 

５．請負金額 

 

 平成 年 月 日請負契約を締結しました上記工事について、施工計画書を提出します。 

 

 

施工計画書 

 

(1)工事概要  (９)安全管理  

(2)計画工程表  (１０)緊急時の体制及び対応  

(3)現場組織表  (1１)交通管理  

(4)指定機械  (1２)環境対策  

(5)主要船舶・機械  (1３)現場作業環境の整備  

(６)主要資材 ― (1４)再生資源利用計画、建設

副産物の適正処理方法 

 

(7)施工方法  

(8)施工管理計画  (1５)その他  

   注）（提示した事項に○印）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・施工計画書は、受注者が遵守する施工方法等を記載したものであり、記載した事項は、履行

しなければならない。 
・施工計画書の作成にあたっては、現場代理人（又は主任技術者）が責任をもって記載する。 
・監督員は、施工の安全性や法令、規定を遵守し適切な施工が履行できるものであるか否かを

確認し、疑義がある場合にのみ必要に応じて指導、助言を行う。 
・変更施工計画書は、追加式として、先の施工計画書を削除することはしないことを基本とす

る。 
・（６）主要資材は、使用材料一覧表に一括掲載し、施工計画書には掲載しないことを基本とす

る。 

現場代理人個人印 

提出した事項に○印を記入する。 
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１．工事概要 

【記載すべき内容】 

 ・以下に示す項目について、契約図書に基づき記載する。 

① 事業名（工事名） ②路線及び河川名等  ③工事場所  ④工期 

⑤ 請負金額 ⑥工事内訳 

 

 

 

 

 

 

 【記載例】 

事業名（工事名）     道路改良事業（道路改良工事） 

 

路線及び河川名等     主要地方道 ○○○○線 

 

工 事 場 所      ○○市○○町○○ 

 

工     期      自 平成○年○月○日 

             至 平成○年○月○日 

 

請 負 金 額      ￥ ○○，○○○，○○○  

 

工 事 内 訳      延長 Ｌ＝○○○ｍ Ｗ＝○○ｍ 

  

（道路改良の例） 

             道路土工 

                 掘削工       ○○ｍ３         

                   路体盛土工     ○○ｍ３ 

               擁壁工 

                   場所打擁壁工    ○○ｍ 

               排水構造物工 

                   側溝工       ○○ｍ 

               舗装工 

                   表層        ○○㎡ 

               道路附属施設工 

                   照明工        ○基 

 

 

 

 

 

 

Point 

・位置図、平面図、標準横断図の添付は求めない。 
・工事内訳の記載内容は、主たる工種を記載し、契約設計図書の工事内訳書

の記載は求めない。 
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２． 計画工程表 

 【記載すべき内容】 

・当該工事の計画工程表を、工程管理が適切に行える方式で作成し記載する。 

・契約図書の工事内訳書を参考に工程管理が適切に行える工種を記載すること。 

・工程に影響のある地元調整等未了である場合でも予定として記載し、未記入にはし

ないこと。調整完了後変更工程表として提出することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．現場組織表 

 【記載すべき内容】 

  ・当該工事の現場組織について、役割、担当者氏名を記載する。 

 【記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場代理人
○○ ○○

施工監理技術者
○○ ○○

工程管理係
○○ ○○

主任技術者又は監理技術者
○○ ○○

資 材 係
○○ ○○

労 務 係
○○ ○○

機 械 係
○○ ○○

専門技術者
○○ ○○

出来形管理係
○○ ○○

品質管理係
○○ ○○

写真管理係
○○ ○○

事 務 係
○○ ○○

現場代理人
○○ ○○

施工監理技術者
○○ ○○

工程管理係
○○ ○○

主任技術者又は監理技術者
○○ ○○

資 材 係
○○ ○○

労 務 係
○○ ○○

機 械 係
○○ ○○

専門技術者
○○ ○○

出来形管理係
○○ ○○

品質管理係
○○ ○○

写真管理係
○○ ○○

事 務 係
○○ ○○

現場代理人
○○ ○○

施工監理技術者
○○ ○○

工程管理係
○○ ○○

主任技術者又は監理技術者
○○ ○○

資 材 係
○○ ○○

労 務 係
○○ ○○

機 械 係
○○ ○○

専門技術者
○○ ○○

出来形管理係
○○ ○○

品質管理係
○○ ○○

写真管理係
○○ ○○

事 務 係
○○ ○○

工 種 種 別 数量 構成比率月 摘要平成○○年○月平成○○年○月

 個  0.1

 式  3.0

m2  56.9

 5.6

ｍ  5.6

廃材運搬工

m3

 56.9

 1.6

 0.1

 31.6

 ｍ  0.1

準備工

路面切削工

路面切削工

舗装版切断
工

記 事

( 指 示 ・ 検 討 ・ 是 正 事 項 )

平成○○年○月 平成○○年○月 平成○○年○月

オーバーレイ
工

舗装工

区画線工

区画線設置

道路付属施設
工

舗歴鋲

片付け

 式  1.0

 33.3

m2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0.1 0.7 11.1 68.0 95.3 100.0 
全体（金額）工程

予定
実施

施工進度管理

予定

全体工程管理

予定

限界
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４．指定機械 

 【記載すべき内容】 

  ・仕様書等で環境対策（排ガス、騒音・振動等）を求められる場合（指定機械）は、

その使用機械の内容を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【記載例】 
  当該工事に使用する機械は以下に示す機械とする。 
  指定機械の調達が不可能な建設機械については、別途工事打合簿により監督員と協議し、承諾を得

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．主要船舶・機械 

 【記載すべき内容】 

・主要工種に使用する主要な船舶、機械を記載する。 

・「４．指定機械」に記載した機械も、主要工種に使用するものは記載する。 

・記載内容は、機械名、台数、規格、使用工種を記載する。 

【記載載例】 
  主要工種に使用する機械を以下に示す。 
   
 

機械名 台数 規格 使用工種 備考 

     

     

 

 

 

 

 

Point 

・指定機械とは、共通仕様書第１編 1-1-1-30（排ガス対策、低騒音低振動対策）

に示す機械及び契約図書に指定された機械をいう。 
・指定機械については、施工時に使用した写真により確認を行い、施工計画書

提出時においては、記載事項の根拠（車検証、カタログ、写真等）の添付を

求めない。 
ただし、施工時に写真で確認することができない機械については、証明でき
る資料を添付する。 

排ガス
対　策

低騒音
対　策

低振動
対　策

バックホウ 1 三菱重工 0.6m3 ○ ○

ブルドーザ 1 小松製作所 D-50P ○

発動発電機 1 ○

タイヤローラ 1 ○ ○

マカダムローラ 1 使用協議

環境対策
その他 備考機械名 台数 製造社名 規格
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６．主要資材 

 【記載すべき内容】 

  ・共通仕様書 第 2 編 2-1-1-2 表 2-1-1 主要資材リストに記載の材料について

記載する。 

  ・該当箇所に“○”を記載 

（１）材料の JIS 規格の有りの場合。（番号は不要） 

    （２）工場の JIS 表示認定（認証）の有りの場合。認証（認証）番号も記載。 

    （３）「使用材料確認願」を提出する予定の材料。 

（４）「土木工事承諾願（工事用材料使用承諾書）」を提出する予定の材料。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．施工方法 

 【記載すべき内容】 

   ・全体フローにより、工事全体の流れを記載する。 

・受注者の実施する施工手順に基づき、その施工方法、施工時の配慮事項等を具体的

に記載する。 

・施工方法には、施工手順、作業方法、品質規格、確認方法、検認の有無を記載する。 

 【添付を求める資料】 

  ・任意仮設については、詳細資料を添付する。 

 

 

 

 

Point 

・全体フローに示す工種は、契約図書の工事内訳書レベル２の範囲とし、それ

以外の工種の追加は発注者として求めない。 

施工計画の主要資材一覧表 
 

使 用 す る 
材料の名称 

材料の規格等 

材 料 の JIS
規格の有無

（有りの場
合○） 

工 場 の JIS

表 示 認 定

（認証）の有

無（有りの

場合○及び

番号） 

製造会社名又は
工場名、所在地
（又は土取場名） 

確認願有無
（有りの場
合○） 

承諾願有無
（有りの場
合○） 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工計画の主要資材一覧表 

Point 

・施工計画提出と同時期に、使用材料一覧表において資材が把握できる場合は、

主要資材一覧表は添付を省略出来ることとする。 
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 【記載例】 

  （１）全体工事のフロー 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）施工方法 

   １）準備工 

   ２）道路土工 

   ３）擁壁工（No.8～No.10 L=50m） 

     所定の深さまで、機械掘削を行い、床付基面整正を人力で行います。 
     基礎砕石（RC40）を充填し、締固めて所定の厚み、幅に仕上げます。 
     型枠を組み立て生コンクリート（24-8-40BB 水セメント比 60％）を打設します。 
     打設方法は、シュート及びポンプ車を使用し、バイブレーター等で十分締め固めをします。 
     養生は、養生マットにて、共通仕様書 1-3-6-9 養生の表 1-3-6 にもとづきコンクリート

面を（ ）日間養生します。脱型は、コンクリート標準示方書１１章 型枠及び支保工 表１
１．８．１をもとに外荷重に耐えうる（ ）Ｎ/mm2 の強度を、現場空中養生の供試体を圧
縮強度試験で確認し、実施します。 

【注）暑中コンクリート、寒中コンクリートの場合、その旨考慮した記述となる】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Point 

・施工方法の記載は、全体フローに示した工種を基に、契約図書の工事内訳書

レベル２又はレベル３までの範囲とし、それ以外の工種追加は発注者として

求めない。 

【参　考】
契約図書に示す工事内訳書

（レベル１） （レベル２） （レベル３）

・道路改良
・擁壁工

・場所打擁壁工
・井桁ブロック工
・補強土壁工
・ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ擁壁工全体フローに示すレベル 

施工法に示すレベル 

　

①　準備工

②　道路土工

③　擁壁工

④　防護柵工 ⑤　標識工

⑥　舗装工

⑦　区画線工

⑧　跡片付け

確認方法等 検査等

床堀 ３日 ・機種の確認 バックホウ０．７m3 写真（作業中）
・過堀対策 人力床堀（0.1m程度） 写真（作業中）
・深さ確認 測点及び変位点の確認 写真（完成）

基礎砕石 ２日 ・材料確認 再生切込砕石 材料試験・写真
・寸法確認 丁張りから下がり 写真（完成）
・転圧 タンパ 写真（作業中）

型枠 ２日 ・材料確認 監督員立会
・組立 写真（作業中） （○月中旬予定）
・清掃 清掃・剥離剤添付 写真（作業中）

コンクリート ２日 ・材料確認 コンクリートの品質 材料承諾願
・打設方法 ポンプ打設 写真（作業中）

養生 ３日 ・方法 シート養生 写真（作業中）
・日数 ３日養生 試験結果

脱型 １日 ・設計寸法 高さ、幅 写真（完成）

作業方法・品質規格等施工手順（必要日数）

試験結果 
 

○日間養生 
○日 

 

 養生、脱型それぞれについて具体的に実施の考え方を記載する 
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８．施工管理計画 

 【記載すべき内容】 

  ・工程管理、出来高管理、品質管理、写真管理について、受注者の実施する施工管理

について記載する。 

  ・管理項目、管理時期、管理頻度、記録方法、配慮事項を記載する。 

    （主な記載内容） 
工程管理・・・管理方法、工程回復の方法  

     出来高管理・・管理項目、管理内容、管理基準、記録方法 
     品質管理・・・管理項目、管理内容、施工量、管理基準、記録方法 
     写真管理・・・撮影計画、分類方法、撮影項目、撮影時期、頻度、記録方法 

  ・段階確認、立会確認の必要な項目、実施予定を記載する。 

 

段階確認一覧表 

種 別 細 別 施工段階（時期） 確認事項 

指定仮設  設置完了後（○月○日頃） 使用材料、幅及び長さ 

築堤・護岸工  法線設置完了時（○月○日頃） 法線及び断面形状 

重要構造物 函渠 床掘掘削完了時（○月○日頃） 位置、土質、地盤支持力 

埋戻前（○月○日頃） 不可視部の出来形 

・・・・    

 

施工状況立会一覧表 

種 別 細 別 施工段階（時期） 

盛土工  敷均、転圧時（○月○日頃） 

舗装工 路盤 舗設時（○月○日頃） 

舗装工 表層 舗設時（○月○日頃） 

舗装工 基層 舗設時（○月○日頃） 

 

 【添付を求める資料】 

  ・コンクリート、アスファルトの運搬経路図（運搬経路、時間を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・施工計画書に記載した施工管理は、発注者として工事完成図書として提出を

求める。 
・発注者は、県の土木工事施工管理基準に適合した内容であるかを確認する。 
・施工計画書に記載し管理する管理基準に、県基準より厳しい、社内管理目標

値を用いても良い。 
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 【記載例】 

（１）工程管理 

 

  （２）出来形管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出来形管理基準及び規格値

節 工種 規格値
社内管理
目標値

測定基準 測定箇所 摘要

H ±30 ±○

施工延長40ｍにつき１箇所。
（自社測定：５箇所）

L －200 －○

１箇所／１施工箇所
（自社測定：同上）

H ±40 ±○

－45 －○

－15 －○

－50 －○

１箇所毎
（自社測定：同上）

１箇所毎
現場打部分のある場合
（自社測定：同上）

施工管理基準
P2-26，27

－30

±○

－○

－○

－○

測定項目

1
 

共
通
関
係

側溝工
（プレキャストＵ型側溝）

基 準 高

施工管理基準
P2-26，27

延 長

H基 準 高

厚 さ

幅

高 さ

t1～t5

w1，w2

h1，h2

±30

－20

－30

6
 

一
般
舗
装
工

アスファルト舗装工
（下層路盤工（小規模
以下）） 基 準 高

1
 

共
通
関
係

集水桝工

基準高は延長40ｍ毎に１箇所の割とし、道路中心線およ
び端部で測定。
（自社測定：同上）

厚さは各車線200ｍ毎に１箇所を掘り起こして測定。
（自社測定：同上）

幅は、延長80ｍ毎に１箇所の割に測定。
（自社測定：同上）

仕上がり天端よりの、下がりの測定
（自社測定：同上）

工事規模の考え方

　　中規模以上

施工管理基準
P2-38，39

厚 さ (X)

厚 さ ( Ｘ 10)

幅

t1 t2

t3

t4

t5

h2h1

w1

w2

H
Ｈ
▽
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（記録方法）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）品質管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出来形管理基準及び規格値

試験データ 工程能力図

現場密度の測定 基準密度の94％以上。

X10    96％以上

X6    96％以上

X3    96.5％以上

歩道箇所：設計図書による

塩化物総量規制

スランプ試験

コンクリートの圧縮強
度試験

空気量測定 ±1.5％（許容差） JIS　A　1116

JIS　A　1118

JIS　A　1128
○ ○

25回
（施工日数25日より）

１回／日又は構造物の
重要度と工事の規模に
応じて20㎥～150㎥ごと
に1回、及び荷卸し時に
品質変化が認められた
時。

○ ○

JIS　A　1108

5回
（５工種より）

1回／1工種以上 ○ ○
「コンクリートの耐久性
向上」

JIS　A　1101○○

スランプ５㎝以上８㎝未満：許容差±1.5㎝
スランプ８㎝以上18㎝以下：許容差±2.5㎝
スランプ2.5㎝：許容差±1.0㎝

1回／日又は構造物の重
要度と工事の規模に応
じて20㎥～150㎥ごとに
１回

25回
（施工日数25日より）

１回の試験結果は指定した呼び強度の85％以
上であること。
３回の試験結果の平均値は、指定した呼び強
度以上であること。
（１回の試験結果は、３個の供試体の試験値
の平均値）

1回／日又は構造物の重
要度と工事の規模に応
じて20から150㎥ごとに
１回
なお、テストピースは
打設場所で採取し、１
回につき６個（σ7･･･
３個、σ28･･･３個）と
する。

25回
（施工日数25日より）

目　視随時

舗装調査・試験法便覧
[3]-91

午前・午後　各2回
測定回数　N=12回

（施工日数3日より）
○ ○ 温度計による

試験成績表等
による確認

試験方法
管理方法

試験測定回数試験測定頻度

3,001～10,000㎡：10個
10,001㎡以上の場合、
10,000㎡毎に10個追加
し、測定箇所が均等に
なるように設定する

測定個数　N=20個
（施工数量：12,000m2

より）

○ ○

必
　
須

舗
設
現
場

施
工

工種 種別 試 験 項 目 規 格 値
試験
区分

外観検査（混合物）

温度測定（初転圧前） 110℃以上

８
ア
ス
フ
ァ

ル
ト
舗
装

セ
メ
ン
ト
コ
ン
ク
リ
ー

ト

必
須

原則0.3㎏／㎥以下

基準に基づき具体的数

値を記載する。 

測 定 箇 所

設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差

m m mm mm mm mm mm mm mm mm mm mm m m mm m m mm

10.251 300 1,050 1,500

10.261 300 1,050 1,500 40,000

10.711 300 1,050 1,500 40,000

ｈ<3m=-○
-○

ｈ≧3m=-○

最 大 値

最 小 値

基準高 H 幅 w1 幅 w2

規格値 ±50 －20 －20

NO.2

NO.4

社内管理目標値 ±○

測 点

NO.0

測定 年月

日
備 考

高さ h 延長 L

-200
ｈ<3m=-50

ｈ≧3m=-100

－○ －○

総括監督員 主任監督員工種 場所打擁壁工 重力式擁壁（SGW42） 出来形成果表

工事番 工事名 現場代理人 施工管理担当者

(単位 mm)

判定基準高 H

幅 w1

幅 w2

高さ h

w1

h

w2

HH ▽
w1

ｈ

w2

規格値・設計値を記載する。 
（社内管理目標値がある場合

は、記載する。） 
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（１） 写真管理 

１） 工事写真撮影計画 
① 記録者、撮影責任者を定め、工事記録写真の撮影、点検、整理を行います。 
② 撮影箇所は、各測点及び変化点で撮影を行います。 
③ 写真撮影にあたっては、スタッフ、ポールや必要に応じ赤色ペンキを用い、計測する目

的を明らかにしたうえで撮影します。 
④ 撮影にあたっては、原則として同一方向、同一場所からの撮影を行います。 
⑤ 黒板に、工事名、撮影目的、規格値、測定値を記載し、黒板の記載内容が確認できる撮

影を行います。 
⑥ 工事写真は、デジタルカメラ（1.5MEGA）を使用します。 
⑦ 提出する写真は紙ベースのダイジェスト版と工事施工中に撮影した全数を電子納品と

して提出します。 
２） 工事写真の分類 

 

 

 

 

 

 

３） 写真管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※整理条件の「不要」とは、ダイジェスト版の作成対象としないことを言い、電子納品の写真は、

撮影頻度により行う。 

 

 
区  分 工  種 写真管理項目 

 撮影項目 撮影頻度［時期] 整理条件 
 着手前・完成 着手前 全景又は代表部分写

真 
着手前１回 

〔着手前〕 
着手前 
１枚  

 完成 全景又は代表部分写

真 
施工完了後１回 

〔完成後〕 
施工完了後

１枚  
 施工状況 工事施工中 全景又は代表部分の

工事進捗状況 
月１回 

〔月末〕 
不要 

 
 施工中の写真 工種、種別毎に設計図書、施

工計画書に従い施工している

ことが確認できるように適宜 
〔施工中〕 

適宜 
 
 
 
 創意工夫・社会性等に関する

実施状況が確認できるように

適宜 
〔施工中〕 

不要 
 
 
 
 仮設(指定仮設) 使用材料、仮設状況、

形状寸法 
１施工箇所に１回 

〔施工前後〕 
代表箇所１

枚  
 図面との不一致 図面と現地との不一

致の写真 
必要に応じて 

〔発生時〕 
不要 

 
 安全管理 安全管理 各種標識類の設置状

況 
各種類毎に１回 

〔設置後〕 
不要 

 
 各種保安施設の設置

状況 
各種類毎に１回 

〔設置後〕  
 監視員交通整理状況 各１回 

〔作業中〕  
 安全訓練等の実施状

況 
実施毎に１回 

〔実施中〕 
不要 

 
 使用材料 使用材料 形状寸法 

使用数量 
保管状況 

各品目毎に１回 
〔使用前〕 

不要 

 

出来形管理写真 
災害写真 

施工状況写真 
安全管理写真 
使用材料写真 
品質管理写真 

事故写真 
その他（公害、環境、補償等）

工事写真 着手前及び完成写真
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９．安全管理 

 【記載すべき内容】 

  ・工事現場における作業員の労働条件、安全性の確保や労働災害防止に向けた取り組

みを記載する。（安全衛生管理の組織体制、安全衛生管理に対する実施計画） 

  ・労働基準監督署への届け出の有無と、許可後に工事打ち合わせ簿により報告 

 

 

 

 

 【記載例】 

（１） 安全衛生管理組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 安全衛生に対する計画 

１） 作業時の服装 

２） 工事車両の安全確認 

日常点検の方法 

交通法規、マナー等の教育 等 

３） 安全作業に向けての取り組み 

健康管理に対する取り組み 

新規入場者に対する教育 

労働者の就業規則 

KY 活動の実施 

安全パトロールの実施 等 

４） 保安施設の管理 

保安施設の点検方法 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・安全管理の取り組みは、発注者が実施する内容を記載し、記録様式の添付は発
注者として求めない。 

火薬類取扱責任者
○○ ○○

作業安全責任者
○○ ○○

作業安全責任者
○○ ○○

作業安全責任者
○○ ○○

総括安全管理者
○○ ○○

作業安全責任者
○○ ○○

衛生責任者
○○ ○○

交通安全責任者
○○ ○○

活動項目 参加予定者 頻　度

作業前ミーティング 現場作業従業員 施工日毎

作業後ミティーング 現場作業従業員 施工日毎

本社安全パトロール 本社安全部 毎月１回　約１時間

安全訓練 現場作業従業員 毎月１回　約４時間

新規入場者の教員 新規入場者 入場時随時



- 49 - 

１０．緊急時の体制及び対応 

【記載すべき内容】 

 ・緊急時の連絡体制 

 ・災害時の体制を確保する場合の条件とその体制 

 ・緊急時の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

【記載例】 
１） 緊急時の連絡体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２） 災害時の体制 
  気象庁の大雨洪水警報、震度 4 以上の地震発生時に下記の組織体制に入り、現場パトロールを

係員により実施する。 
  なお、異常が確認された場合には、事故発生時の緊急連絡体制により、関係機関に連絡を行う。 

     人命や施設災害の恐れがある場合は、災害対策部長の判断により応急措置を実施し、速やかに
監督員に実施内容を報告し、対応を協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・緊急時の連絡体制については、現場代理人及び元請者による連絡体制を示す

ことを基本とし、下請等の連絡体制までは発注者として求めない。 
・災害時の体制は、どのような場合にどの体制を確保し、何を行うのかを明確

にすることを求めており、緊急資材の調達先や運搬経路は、発注者として求

めない。 
 

○○警察署
　TEL　00-000-000

事　故　発　生

○○労働基準監督署
　TEL　00-000-000

○○市水道
　TEL　00-000-000

○○病院
　TEL　00-000-

000

NTT○○支店
　TEL　00-000-

000

関西電力○○支店
　TEL　00-000-

000

　現場事務所
　　　TEL　00-000-000
　○○建設　現場代理人
　　　　○○　○○
　昼間　TEL　00-000-000
　　　　（携帯電話）
　夜間　TEL　00-000-000

　○○建設
　　　TEL　00-000-000
　○○建設　災害対策部長
　　　　○○　○○
　昼間　TEL　00-000-000
　　　　（携帯電話）
　夜間　TEL　00-000-000

　○○土木事務所　○○課
　昼間　TEL　00-000-000
　夜間　TEL  00-000-000
　　総括監督員　○○　○○
　　主任監督員　○○　○○

○○消防署
　TEL　00-000-000

係　　員
○○　○○

係　　員
○○　○○

係　　員
○○　○○

災害対策部長
○○　○○

災害対策部長
○○　○○

災害対策部長
○○　○○

災害対策部長
○○　○○
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１１．交通管理 

 【記載すべき内容】 

 ・資材運搬時間に制限がある資材の運搬経路と時間について記載する。 

 ・一般車両や歩行者等に対する交通管理について記載する。 

 ・施工現場での工事車両に対する安全管理や輸送計画について記載する。 

 ・過積載防止に向けた体制や確認方法等、受注者の取り組みを記載する。 

 ・各種届け出の有無と、許可後に工事打ち合わせ簿により報告することを記載する。 

① 道路使用許可書、港湾工事許可書の写し 

② 特殊車両許可書の写し 

 【添付を求める資料】 

①交通誘導員の配置図 

②保安施設の配置図 

③主要資材の運搬経路位置図 

 

 

 

 

 

 

 【記載例】 

  （誘導員の配置） 

 

 

 

 

 

（保安施設の配置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point  
・運搬時間に制限がある Con,Aｓ運搬経路は必須とする。 
・資材の運搬経路については、位置図による記載のみとする。 
・運搬経路位置図の添付は、運搬路線において路線的な制約や人家密集地を通過

するなどの工事車両の運搬により周辺環境に影響がある場合のみとする。 

○○警備会社
　

誘導員氏名 交通誘導の資格 配置期間 備　考

1 ○○　○○ 交通誘導員A ○月～○月 指定路線に配置

2 ○○　○○ 交通誘導員A ○月～○月 指定路線に配置

3 ○○　○○ 交通誘導員B ○月～○月 迂回路に配置

4 ○○　○○ 交通誘導員B ○月～○月 迂回路に配置

番 号 １ ２ ３ ４ 

記 号 ① ② ③ ④ 

様式お

よび標

準寸法 

（単位㎜）
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１２．環境対策 

 【記載すべき内容】 

  ・騒音、振動、濁水、土埃等の施工時に発生する周辺環境への影響に対し、受注者と

しての配慮事項を記載する。 

  ・周辺住民に対する対応やトラブルの対応について記載する。 

 

１３．現場作業環境の整備 

 【記載すべき内容】 

  ・現場事務所、作業宿舎、休憩所、作業現場及び現場周辺の美化に対する受注者とし

ての配慮事項を記載する。 

  ・労働時間、土日休日作業に対する受注者の取り組み方針、配慮事項を記載する。 

 【添付を求める資料】 

  現場事務所等の配置図 

  

 

 

 

 

 【記載例】 
１） 作業員の就業時間 

現場で就労する作業員の就労時間 
 8：00～17：00 とする（12:00～13:00 昼休） 
 日曜日は、休日とする。 

 

   ２）現場事務所等の配置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・現場事務所等の配置図とは、施工現場と現場事務所の位置関係、現場事務所に

おける衛生管理や安全管理を示すものを求め、現場事務所等の施設内のレイア

ウトを示すものは、発注者として求めない。 

W・C

徒歩５分

使用資材
の保管

保安資材
の保管

施
工
体
系
図
等
の

掲
示

国道○○号施工現場

現場事務所

駐車場
出
入
口
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１４．再生資源の利用計画、建設副産物の適正処理方法 

 【記載すべき内容】 

  ・建設副産物の適正処理について、法的な手続きの履行、処分量の確認方法等の受注

者の取り組みを記載する。 

    建設副産物収集運搬処理の委託 

    最終処分における適正処分量の確認 

  ・再生資源の有効活用に向けた取り組みについて記載する。 

 【添付を求める資料】 

① 再生資源利用計画書（実施書） 

② 再生資源利用促進計画書（実施書） 
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使用材料確認願（作成例） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 54 - 

様式 29-1 

総 括 

監督員 

 主 任 

監督員 

現 場 

技術員 

    

 

 

 

使用材料確認願 

 

 

平成○年○月○日 

総括監督員 

  ○○ ○○ 様 

 

 

                       受注者 住所 ○○市○○ 

                             氏名 ○○ ○○ 

                       現場代理人 氏名 ○○ ○○ 印 

 

 

 

１． 工事番号 

２． 工事名 

３． 路線河川名等 

４． 工事場所 

５． 請負代金額 

 

 

 

   本工事に使用する材料について、別紙のとおり提出しますので、確認願います。 

 

承諾の必要な材料を使用する場合は、必携様式 30-1「土木工事承諾願」

を使用すること。 
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様式 29-2 
 

 

使用材料確認一覧表 

 

※1 県内産品の調達が困難な場合で県内に本店や営業所等を有する取扱業者から調達した場合に記入する。 

※2 材料の納入業者名が、製造会社名と異なる場合に記入する。 
※3 県内産品を未使用の場合は、「県内産品未使用理由書(県内産品使用促進の取組要領(別表2))」の添付が必要。 

 

注1）契約金額が250万円未満の工事及び緊急的に実施する工事、単価契約工事は「主要資材」「県内産品」「県内本店」
「購入社名、所在地名」「県内産品未使用の場合」 

 欄の記入は不要。 
注2）契約金額が250万円以上の工事について、本様式は、監督員から配布される電子データにより作成する。 

 請負者は、工事完成時に工事用材料使用承諾書(別表1)として提出した全ての電子データを監督員に提出する。 

No. 使用する 
材料の名称 材料の規格等 

材料の 
JIS規格 
の有無 
(有りの 
場合 
○) 

工場のJIS 
表示認定 
(認証)の 

有無 
(有りの場 
合○及び 
番号) 

主要 
資材 
(該当 
する 
場合 
○) 

県内 
産品 
(使用 
の場 
合○) 

製造会社名又は工場名、 
所在地(又は土取場名) 

県内 
本店 
(使用 
の場 
合○) 
※1 

購入社名、所在地 ※2 付属試料 
の名称 

県内 
産品 
未使 
用の 
場合 
○ 
※3 

1 再生切込砕石 RC-40   ○ ○ 
○○鉱業 

○○市○○ 
    

2 生コンクリート 21-8-40BB  ○ ○ ○ 
○○生コン 

○○市○○ 
    

3 生コンクリート 21-12-20BB  ○ ○ ○ 
○○生コン 

○○市○○ 
    

4 溶接金網 3.2×100×100 ○  ○ ○ 
○○○○ 

○○市○○ 
○ 

○○建材 

○○市○○ 
  

5 JIS側溝 
JIS133 

1種300×300 
○ ○ ○ ○ 

○○○○ 

○○市○○ 
    

6            

7            

8            

9            

10            

11            

12            

13            

14            

15            

16            

17            

18            

19            

承諾の必要な材料を使用する場合は、必携様式 30-2「工事用材料使用承

諾願」を使用すること。 
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JIS 認証（認証）がある場合のｾﾒﾝﾄｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品の提出例 

 

 

 

  

【提示資料の例】 

 

                          １/３     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point     

【セメントコンクリート二次製品の取扱要領】 

・セメントコンクリート二次製品の取扱要領にもとづいて内容確認を行う。 

宛名は受注者名とする。 

製造会社が分からなければならない。 
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２/３ 

３/３ 

Point 

・JIS 認定（認証）書では、認

証番号、認証日、認証を受け

た製造会社、対象の製品名を

確認する。 

Point 

・ 契約図書に定める製品寸法、形

状であることを確認する。 

・ 複数の製品寸法が記載される

場合は、アンダーランを入れる

ことや着色をするなどの当該

工事に使用する製品をわかり

やすくすることが望ましい。 
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事前審査認証がある場合の提出例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【提示資料の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

Point  【アスファルト混合物事前審査制度・アスファルト合材配合統一用紙】 

・「事前審査認証書＋混合物総括表」以外は求めない。 
・工場名と有効期間内の認証製品であり、契約図書に定める資材であることこと

が、発注者として求める事項である。 
・製造者が承諾願作成時には、宛先は工事受注者名、工事名は契約した工事名を

記載することが望ましい。 

１/３ 

製造工場名が分からなければならない。 
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３/３ 

２/３ 

Point 

・事前審査認証書では、認証

番号、認証有効期間、使用

する製品の認証を確認す

る。 
・複数の認証を受けている場

合は、当該工事に使用する

製品にアンダーラインを入

れることや着色をするなど

わかりやすくすることが望

ましい。 
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カタログによる提出例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【提示資料の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・JIS 認定商品は「JIS 認定書の写し」のみを添付すること。 
・JIS 認定商品以外は「品質規格（形状・寸法等）が分かる資料」添付すること。 
・製造名（工場名）を記載していること、契約図書に定める品質規格であること

が、発注者として求める事項である。 
・カタログ提出の場合は、宛名、日付等の鏡を改めて添付することは、発注者と

して求めない。 

Point 

・複数の規格寸法が記載され

ている場合は、当該工事に

使用する製品にアンダーラ

インを入れることや着色を

するなどわかりやすくする

ことが望ましい。 
・カタログは、必要な部分の

みの複製でよい。 
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JIS 認証（認定）のない場合の提出例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【提示資料の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Point 

・「形状、寸法がわかる資料＋JIS と同等であることの証明」以外は求めない。 
・二次製品の場合は、請負者事前確認チェックリストにより、JIS 同等製品とす

る。 
・製造者の承諾願作成時には、宛先は工事受注者名、工事名は契約した工事名を

記載することが望ましい。 
 

宛名は、P.21 と同様に記載する。 

製造会社が分からなければならない。 
 

１/３ 



- 62 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２/３ 

３/３ 

Point 

・複数の規格寸法が記載され

ている場合は、当該工事に

使用する製品にアンダーラ

インを入れることや着色を

するなどわかりやすくする

ことが望ましい。 

Point 

・受注者が事前確認した製品

の品質管理等については、

受注者の責務によって、そ

の確認した資料を保管す

るものであり、使用材料確

認願・承諾願への添付は発

注者として求めない。 
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【受注者から発注者への理由書】 

 

 

県内産品未使用理由書 

  

 

 

 

            

【製造会社からの理由書】 

 

 

○○建設株式会社 様 

 

                              ○○工場兵庫支店 

                           

  

            注文をいただきました、下記の資材について、現在災害工事での注文が多く、

製造工程の都合により納品期間に供給できない 

   ことをお知らせします。 

 

   建設資材    ○○○○  100ｍ 

   納品依頼期間  平成○年○月○日～平成○年○月○日      

 

 

Point 

・ 県内産品が未使用の場合に添付する。 
 

未実施理由のア～

ウに該当すること

を発注者が確認す

る。【県内産品使用

促進取組要領】 

１  ﾎﾟｰﾗｽﾌﾞﾛｯｸ   間知タイプ   ウ  製造者理由書 災害工事発注量増加で供給不可能 


